
※掲載している回答の内容は、回答した時点の市の見解となります。 

その後の制度変更などにより、最新の市の見解と異なる場合がありますのでご了承ください。 

 

  

市長への手紙 
（今までの主なご意見と回答） 

受付日 令和 ６年 ２月１３日 

回答日 令和 ６年 ３月２１日 

件     名 

受動喫煙対策、感染症対策について 

内     容 

店内喫煙可としている店舗が多くある。大和市の規制・監督があま過ぎるのではないか。 

回     答 

令和２年４月に全面施行された改正健康増進法により、多数のかたが利用する施設は、

原則屋内禁煙となっております。 

しかしながら、既存の一部飲食店において要件を満たしている場合には、所在の保健所

に届け出たうえで、喫煙が可能となる経過措置が設けられております。これら店舗の出入

り口には、喫煙が可能である旨を記載した標識の提示をすることになっております。 

飲食店における受動喫煙防止対策につきましては、健康増進法に基づき指導権限は神奈

川県にございますが、本市といたしましても、望まない受動喫煙を生じさせない観点から、

県と連携して対応しております。今回頂きましたご意見につきましても、管轄である神奈

川県厚木保健福祉事務所に連絡しております。 

今後も、市民等への受動喫煙防止に関する普及啓発に努めてまいります。 

事務担当課 健康づくり推進課（０４６－２６０－５６６３） 


